
福島第一原子力発電所事故後の
環境放射線の監視の対応について

（※東京電力、文部科学省等の公表資料を基に作成）
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資料５



３月１１日地震直後の監視について

東京電力福島第一原子力発電所
– ３月１１日１７時３０分、移動式モニタリングポストを用いて施設
周辺の監視を開始

（※１９時２０分時点のデータとして東京電力公表。以降数時間
おきに公表）

福島県
– モニタリングポスト２４局中、発電所に近い大野局のみ１２日午
前頃まで情報を発信

– ３月１１日（白河市）、３月１２日（白川・南相馬市）、３月１３日
（南相馬、いわき、福島、郡山、白川、会津、南会津計７方面）
と順次計測箇所を拡大

– ３月１５日以降、20～50km圏内４箇所（のちに６箇所）で可搬型
モニタリングポスト等により測定開始
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敷地内の監視動向
（東京電力の対応）

空間線量率の監視
• モニタリングカーを用いて敷地内の放射線を継続監視
• ３月２３日可搬型モニタリングポスト（３箇所）で測定・公表開始
• ４月１日モニタリングポスト復旧（４月４日以降伝送システムも順次復旧）

空気中の放射性物質の分析
（３月２２日以降毎日公表）
• ３月１９日調査開始

発電所付近の海水の監視
（３月２２日以降毎日公表）
• ３月２１日放水口付近の調査開始（翌日沿岸部を追加）
• ４月１７日沖合１２箇所の調査を開始
※ 現在１６箇所に拡充
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周辺エリアの監視動向
（文部科学省関係）

３月１３日

文部科学省及び原子力研究開発機構のモニタリング
カー３台を配備

３月１４日
航空機放射線モニタリング機器配備

３月１５日
モニタリングカーによる２０km圏近辺を中心に調査開
始（3月16日以降1日4回公表）
のちに防衛省、警察等の協力を得て計１４台稼働
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周辺エリアの監視動向
（文部科学省関係）

２０ｋｍ以遠のモニタリング計画の充実（３月２１日）

• モニタリングカーによる測定
– １６日以降実施している測定の強化

– 大気、土壌等の核種分析（３月１８日から採取着手、分析終了後２２日以降
毎日公表）

• 集積線量の測定
– ３月２３日調査開始（１日～数日測定後集計）
→ ２５日以降毎日公表

• ヘリによる地表面の汚染状況モニタリング
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周辺エリアの監視動向
（文部科学省関係）

海域モニタリング行動計画（３月２２日）
海洋研究開発機構の調査船で採取し、日本原子力研究開発機構で分析

（※ ともに文部科学省の独立行政法人）

– 海上の空間線量率

– 塵中の放射能濃度

– 海水中の放射能濃度

• ３月２３日調査開始（30km以遠８箇所→最大16箇所）

→ 24日以降、5月上旬まで１，２日間隔で公表

• 5月9日以降、調査対象を宮城沖、福島沖、茨城
沖に拡大（公表は5月20日、24日）
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周辺エリアの監視動向
（文部科学省関係）

航空機モニタリング行動計画（３月２５日）
• 航空機・ヘリによる空間線量率の測定

– ３月２５日～４月２２日計１３回実施
→ 翌日公表

文部科学省及び米国エネルギー省航空機による
航空機モニタリング（４月５日）
地表１ｍの空間線量率、地表面の汚染状況

– １回目（半径８０ｋｍ圏内） ４月６日～２９日
公表 ５月６日

– ２回目（半径８０～１００ｋｍ） ５月１８日～２９日
ｰ ３回目（半径８０ｋｍ圏内） ５月３１日～６月２４日

防衛省航空機による大気中の放射能濃度測定
防衛省航空機を使用し塵埃を採取し、日本分析センターで分析（３月２４
日調査、３月２５日公表）
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周辺エリアの監視動向
（文部科学省関係）

２０ｋｍ圏内のモニタリング

• 空間線量率

– 1回目 3月30日～4月2日

– 2回目 4月18、19日

→ 5月は４回調査（週1回）

• 大気、土壌の放射能濃度測定

– 土壌の分析 ４月２日、２９～３０日、５月１日

– 空気の分析 ４月２日、１８日
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全国的な監視の動向
（文部科学省関係）

３月１３日
都道府県に対し、空間線量率の測定データの提供依頼

３月１８日

全国的モニタリング調査の強化を決定。各都道府県からの報告を
要求
– 空間線量率
– 蛇口水
– 定時降下物

→ ３月１２日以降分を含め、３月１９日以降毎日公表

３月２９日
全国の大学等の協力を得て構内の空間放射線量の測定開始
→ ３月３０日以降毎日公表
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